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１．はじめに

原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造

及び設備の基準に関する規則（平成25年6月28日原子力規制委員会規則第五号）」

第六条において，外部からの衝撃による損傷の防止として，安全施設は，想定される

自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわない

ものでなければならないとしており，敷地周辺の自然環境を基に想定される自然現

象の一つとして，火山の影響を挙げている。

火山の影響により原子炉施設の安全性を損なうことのない設計であることを評価す

るため，火山影響評価を行い，原子炉施設へ影響を与えないことを評価する。
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２．原子力発電所に影響を及ぼす火山影響評価の流れ

火山影響評価は，図２．１に従い，立地評価と影響評価の２段階で行う。

図２．１ 火山影響評価の基本フロー
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３．立地評価結果を踏まえた降下火砕物の特性の設定

将来の活動可能性のある火山若しくは将来の活動可能性を否定できない火山

について，東海第二発電所の運用期間中の噴火規模を考慮し，原子力発電所の

安全機能に影響を及ぼし得る火山事象を抽出した結果，降下火砕物のみが東海

第二発電所に影響を及ぼし得る火山事象となった。

よって，降下火砕物による安全施設への影響評価を行う。

以降，降下火砕物の特性設定及び降下火砕物による影響評価について記載す

る。
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３．立地評価結果を踏まえた降下火砕物の特性の設定

３．１ 降下火砕物の特性の設定

項目 設定 備考

堆積厚さ ５０cm

垂直荷重に対する健全性評価に使用
密度

０．３g/cm３ ～ １．５g/cm３

（乾燥状態） （湿潤状態）

粒径 ８mm以下
水循環系の閉塞及び換気系，電気系
及び計装制御系に対する機械的影響
評価に使用

表３．１ 降下火砕物の設定

影響評価に用いる条件は，文献調査，地質調査及び降下火砕物シミュレー
ション結果等から総合的に判断し，表３．１のとおり，堆積厚さ５０cm，粒径８
mm以下，密度０．３ g／cm３（乾燥状態）～１．５g／cm３（湿潤状態）と設定した。
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４．影響評価

４．１ 影響評価の流れ

降下火砕物の影響評価において，構築物への堆積による静的負荷や，機器等への侵入による閉

塞等の直接的影響と，送電線の損傷による外部電源喪失や発電所へのアクセス制限等の間接的影

響について評価を行う。

4.2 直接的影響評価

4.2.1 評価対象施設の抽出

4.2.2 設備影響因子の選定

4.2.3 各評価対象施設に対する影響因子の関連評価

3.1 降下火砕物の特性の
設定

4.2.4 影響評価結果

4.3 間接的影響評価

4.3.1 影響因子の選定

4.3.2 影響評価結果

降下火砕物が施設の安全機能に及ぼす影響を考慮して評価対
象施設を抽出し，設置場所や外気の吸入の有無等から想定され
る環境因子を選定し，それぞれの評価を行う。

外部電源喪失や発電所内外のアクセス制
限等が発生した場合を想定し，対応手段の
妥当性について評価する。

図４．１ 降下火砕物の影響評価の流れ
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４．影響評価

４．２ 直接的影響評価

４．２．１ 評価対象施設の抽出

 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平

成25年6月28日原子炉規制委員会規則第五号）」第六条において，「安全施設は，想定さ

れる自然現象が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。」

とされている。

 降下火砕物の影響から防護する施設は，発電用原子炉施設の安全性を確保するため，

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定されてい

るクラス１，クラス２及びクラス３に該当する構築物，系統及び機器とする。

評価対象施設の抽出フローを次頁に示す。



9

４．影響評価
○評価対象施設の抽出フロー

評価対象施設の抽出フローを図４．２に示す。

図４．２ 評価対象施設の抽出フロー
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４．影響評価

４．２．２ 影響因子の選定

降下火砕物が設備に影響を与える可能性のある因子を網羅的に抽出・評価し，詳細に検討すべき

影響因子を選定した。

表４．１ 降下火砕物が設備に影響を与える可能性のある因子
Ｎｏ 影響を与える可能性のある因子 評価方法と詳細検討の要否 詳細検討

すべきもの

① 構築物への静的負荷 建屋構築物，屋外機器において降下火砕物堆積荷重による影響を考慮する。なお，降雨，降雪などに
より水を含んだ場合の負荷が大きくなるため，水を含んだ場合（湿潤状態）における負荷を考慮する。 ○

② 粒子の衝突
想定する降下火砕物の粒径は8mmと微細である。粒子の衝突については「竜巻に対する防護」で評価
している設計飛来物（0.04m×0.04m×0.04m）に包絡されており，衝突により建屋構築物，屋外機器に影
響を与えないことを確認している。

－

③ 水循環系の閉塞
海水系において影響を考慮すべき要因であり，降下火砕物の粒径によって懸念される狭隘部等におけ
る閉塞への影響を考慮する。また，必要に応じて，海水を供給している下流の設備への影響についても
考慮する。

○

④ 水循環系の内部における摩耗 海水系において影響を考慮すべき要因であり，降下火砕物による設備内部における摩耗の影響を考慮
する。また，必要に応じて，海水を供給している下流設備への影響についても考慮する。 ○

⑤ 換気系，電気系及び計装制御系
に対する機械的影響（閉塞・摩耗）

屋外設備において影響を考慮すべき要因である。なお，必要に応じて，換気系の給気を供給している範
囲への影響についても考慮する

○

⑥ 換気系，電気系及び計装制御系
に対する化学的影響

屋外設備等において影響を考慮すべき要因である。なお，必要に応じて，換気系の給気を供給している
範囲への影響についても考慮する。 ○

⑦ 発電所周辺の大気汚染 運転員が常時滞在する中央制御室において影響を考慮すべき要因である。 ○

⑧ 化学的腐食

・建屋構築物，屋外機器において降下火砕物の付着により懸念される腐食についての影響を評価する。
・海水系において考慮すべき要因であり，降下火砕物が海水中に溶出した場合に懸念される腐食につ

いての影響を評価する。また，必要に応じて，海水を供給している下流の設備への影響についても考
慮する。

○

⑨ 水質汚染（給水の汚染）
発電所では給水処理装置により水処理した給水を使用しており，降下火砕物の影響を受ける可能性の
ある海水及び淡水を直接給水として使用していない。また，給水は水質管理を行っており，給水の汚染
が設備に影響を与える可能性はない。（参考資料－６）

－

⑩ 絶縁低下 電気及び計装制御系の盤のうち屋内にある空気を取り込む機構を有するものについての影響を考慮す
る。 ○
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４．影響評価

４．２．３ 各評価対象施設に対する影響因子の関連評価

抽出した各評価対象施設に対する影響因子の関連評価を表４．２に示す。

評価対象施設

直接的影響の要因

①構造物
への静的
負荷

③水循環系
の閉塞

④水循環系の
内部における
摩耗

⑤換気系，電気系
及び計装制御系
に対する機械的
影響

⑥換気系，電気系
及び計装制御系
に対する化学的
影響

⑦発電所周
辺の大気汚
染

⑧化学的影
響 ⑩絶縁低下

・原子炉建屋
・タービン建屋
・使用済燃料乾式貯蔵
建屋

○
－
※2

－
※2

－
※3

－
※3

－
※4

○
－
※5

・海水ポンプ（残留熱除
去系海水系，ディーゼ
ル発電機海水系）

○
○

（ポンプ）
○

（ポンプ）
○

（モータ）
○

（モータ）
－
※4

○
（ポンプ．
モータ）

－
※5

・海水ストレーナ（残留
熱 除 去 系 海 水 系 ，
ディーゼル発電機海
水系）

○
○

（下流設備
含む）

○
（下流設備含

む）

－
※3

－
※3

－
※4

○
（下流設備

含む）

－
※5

・海水取水設備
－
※1

○ ○
－
※3

－
※3

－
※4

○
－
※5

・計装制御設備（安全保
護系）

－
※6

－
※2

－
※2

－
※3

－
※3

－
※4

○ ○

表４．２ 降下火砕物が影響を与える評価対象設備と影響因子の組み合わせ（１／２）

○：影響因子に対する個別評価を実施

－：評価対象外

【除外理由】

※1：静的負荷の影響を受けにくい構造

※2：水循環系の機能と直接関連がない

※3：屋外に面した換気系，電気系及び計装制御系の機能と直接関連がない

※4：中央制御室の居住性と直接関連がない

※5：絶縁低下と直接関連がない

※6：屋内設置設備であり，静的負荷の影響を直接受けない
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４．影響評価

評価対象施設

直接的影響の要因

①構造物
への静
的負荷

③水循環系
の閉塞

④水循環系の
内部における
摩耗

⑤換気系，電気系
及び計装制御系
に対する機械的
影響

⑥換気系，電気系
及び計装制御系
に対する化学的
影響

⑦発電所周
辺の大気
汚染

⑧化学的
影響

⑩絶縁低
下

・換気空調設備

屋内
設備

－
※6

－
※2

－
※2

○ ○ ○
－

（⑥で評価）
－
※5

屋外
設備 ○

－
※2

－
※2

○
－

（⑧で評価）
－
※4

○
－
※5

・ディーゼル
発電機

屋内
設備

－
※6

○
（海水ポンプ
下流側設備
として評価）

○
（海水ストレー

ナ下流側設備と
して評価）

○
－

（⑧で評価）
－
※4

○
－
※5

屋外
設備

○
－
※2

－
※2

○
－

（⑧で評価）
－
※4

○
－
※5

・排気筒
・非常用ガス処理系排気配
管

－
※1

－
※2

－
※2

○
－
※3

－
※4

○
－
※5

表４．２ 降下火砕物が影響を与える評価対象設備と影響因子の組み合わせ（２／２）

○：影響因子に対する個別評価を実施

－：評価対象外

【除外理由】

※1：静的負荷の影響を受けにくい構造

※2：水循環系の機能と直接関連がない

※3：屋外に面した換気系，電気系及び計装制御系の機能と直接関連がない

※4：中央制御室の居住性と直接関連がない

※5：絶縁低下と直接関連がない

※6：屋内設置設備であり，静的負荷の影響を直接受けない
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４．影響評価

４．２．４ 直接的影響の評価結果

確認結果，降下火砕物による評価対象施設への影響（直接的影響）はない。

評価対象施設 確認結果

・原子炉建屋
・タービン建屋
・使用済燃料乾式貯蔵建屋

降下火砕物等の堆積荷重は，各建屋の許容堆積荷重以下であることから，各建屋の健全性に影響を及ぼすことは
ない。（表４．４）

また，各建屋は，外装塗装及び屋上防水がなされていることから，降下火砕物による化学的腐食により直ちに影響
を及ぼすことはない。

・海水ポンプ（残留熱除去系海水
系，ディーゼル発電機海水系）

降下火砕物等の堆積荷重により発生する応力は，海水ポンプモータフレームの許容応力値以下であることから，海
水ポンプ（モータ含む）の健全性に影響を及ぼすことはない。（表４．５）

また，海水ポンプ（モータ含む）は防汚塗装等（ライニング含む）の対応を実施しており，降下火砕物による化学的腐
食により直ちに影響を及ぼすことはない。

ポンプの狭隘部は降下火砕物の粒径より大きく，軸受には異物逃がし溝が設けられているため，流水部の閉塞，軸
受部での軸固着はなく，機能に影響を及ぼすことはない。

・海水ストレーナ（残留熱除去系
海水系，ディーゼル発電機海水
系）

降下火砕物の堆積荷重により発生する応力は，海水ストレーナの許容応力値以下であることから，海水ストレーナ
の健全性に影響を及ぼすことはない。（表４．５）

想定する降下火砕物の粒径は，ストレーナメッシュ径以下であり，ストレーナが閉塞することはない。
また，下流設備であるディーゼル発電機用空気冷却器等の熱交換器伝熱管についても，降下火砕物の粒径以上の
内径を確保することにより，伝熱管が閉塞することはない。

海水ストレーナはステンレス製で内部に防食亜鉛を設ける等の対応を実施しており，海水と金属が直接接すること
はなく，化学的腐食により短期的に機器の機能に影響を及ぼすことはない。また，下流設備の熱交換器の伝熱管は
耐食性のある材料を用いていること及び連続通水状態であり，著しい腐食環境にならないことから，化学的腐食によ
り短期的に機器の機能に影響を及ぼすことはない。

また，外装塗装がなされていることから，降下火砕物による化学的腐食により直ちに影響を及ぼすことはない。

・海水取水設備

想定する降下火砕物の粒径は海水取水設備のバーピッチ及びメッシュ間隔より小さいため閉塞することはない。（表
４．７）

また，海水取水設備は防汚塗装がなされていることから，降下火砕物による化学的腐食により直ちに影響を及ぼす
ことはない。

表４．３ 降下火砕物による直接的影響の評価結果（１／２）
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４．影響評価

評価対象施設 確認結果

・計装制御設備
（安全保護系）

計装制御設備（安全保護系）が設置されている部屋は，中央制御室換気空調系にて空調管理されており，本空調系の外気
取入口にはガラリが取り付けられており降下火砕物が侵入し難い構造となっている。

また，外気取入口にはバグフィルタが設置されているため侵入する降下火砕物は微細なものに限られ，大量に盤内に侵入す
る可能性は小さく，その付着等により絶縁低下及び化学的腐食を発生させることはないことから，計装制御設備（安全保護系）
の機能に影響を及ぼすことはない。

・換気空調設備

中央制御室換気系冷凍機及びディーゼル発電機室ルーフベントファンについては，全体を防護する構造物を設置することで
降下火砕物が直接堆積しない設計とする。

外気取入口にはガラリ及びフィルタが取り付けられており降下火砕物が侵入し難い構造となっている。また，フィルタは交換・
清掃が可能である。

外気取入口（フィルタ部）は，化学的腐食が生じた場合でもその機能に有意な影響を与えにくい構造である。
また，中央制御室換気空調系は，外気取入ダンパを閉止した閉回路循環運転が可能であり，中央制御室の居住性を維持する
ことができる。

・ディーゼル発電機

降下火砕物の堆積荷重により発生する応力は，吸気口の許容応力値以下であることから，吸気口の健全性に影響を及ぼす
ことはない。（表４．６）なお，ディーゼル発電機排気消音器及び排気管は降下火砕物が堆積し難い形状になっているため，影
響はない。

また，耐食性のある材料の使用や塗装の実施から，化学的腐食により直ちに影響を及ぼすことはない。
吸気口及び排気管は降下火砕物が侵入し難い構造であり，また，吸気口はフィルタにより降下火砕物が捕集されること，及

び侵入した場合でも降下火砕物の硬度が低く破砕しやすいことから，機能に影響を及ぼすことはない。また，吸気フィルタは必
要に応じて清掃及び交換することができる。（表４．８）

なお，降下火砕物がディーゼル機関に侵入した場合でも，シリンダ部の摩耗に与える影響は小さい。

・排気筒（非常用ガス
処理系排気配管含
む）

排気筒は降下火砕物が侵入しても排気流路を閉塞されることはなく，機能に影響を及ぼすことはない。
非常用ガス処理系排気配管については，降下火砕物に対して健全性を損なわない設計とすることから，機能に影響を及ぼす
ことはない。

排気筒外面は外装塗装を実施しており，降下火砕物による化学的腐食により短期的に影響を及ぼすことはない。

表４．３ 降下火砕物による直接的影響の評価結果（２／２）
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４．影響評価

対象建屋 評価部位
許容堆積荷重※

［N/m２］

降下火砕物等

堆積荷重

［N/m２］

評価結果

原子炉建屋 屋根トラス １２，０００

７，５６５

〇

タービン建屋 屋根トラス ８，６００ 〇

使用済燃料

乾式貯蔵建屋
屋根トラス ４８，０００ 〇

①建屋への降下火砕物堆積による静的負荷

屋根トラスフレームモデルを用いた解析を行い，材料強度の基準強度に達する荷重を，許容
堆積荷重として設定した。

表４．４のとおり，各建屋は降下火砕物と積雪を足し合わせた荷重に対して裕度を有している
ため，原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の健全性を損なうことはない。

表４．４ 降下火砕物等の荷重による建屋健全性評価結果

※「平成12建設省告示第2464号」に基づきF値×1.1倍
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４．影響評価

②海水ポンプ及び海水ストレーナへの降下火砕物堆積による静的負荷

評価部位は，荷重の影響を受けやすいモータフレーム（海水ポンプ）及び支持脚（海水スト
レーナ）とし，荷重の偏りは発生しないこと及び周囲が壁に覆われて風荷重が考慮不要である
ことから，圧縮応力について評価した。

表４．５のとおり，発生応力は許容応力に対し裕度を有しているため，海水ポンプ及び海水ス
トレーナの健全性を損なうことはない。

表４．５ 降下火砕物等の荷重による海水ポンプ及び海水ストレーナ健全性評価結果

対象機器 評価部位
許容応力

［ＭＰａ］

発生応力

（圧縮応力）

［ＭＰａ］

評価結果

残留熱除去系海水系ポンプ モータフレーム ２２９ ２．３１ 〇

ディーゼル発電機用海水ポンプ モータフレーム ２４０ ０．６１ 〇

残留熱除去系海水系ストレーナ 支持脚 １８４ ２．７４ ○

ディーゼル発電機用海水ストレーナ 支持脚 １８４ １．７５ 〇
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４．影響評価

機 器
海水ストレーナ

メッシュ系
伝熱管内径
（狭隘部）

海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系） 取替（８mm以上） －

ディーゼル発電機用冷却器
（非常用，高圧炉心スプレイ系）

空気冷却器 － 取替（８mm以上）

潤滑油冷却器 － １３．６mm

清水冷却器 － １３．６mm

燃料弁冷却油冷却器 － １３．６mm

残留熱除去系熱交換器 － ２０．４mm

RCIC，RHR，LPCS，HPCSポンプ室空調器 － １３．５mm

格納容器雰囲気モニタリング系冷却器 － 取替（８mm以上）

表４．７ 海水ストレーナ及び海水ストレーナより下流の機器の伝熱管

④水循環系の降下火砕物による閉塞
海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）は粒径８mmの降下火砕

物に対して，ストレーナのメッシュ径を降下火砕物の粒径以上とすることで，降下火砕物の影
響に対して機能を損なわない設計とする。

海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）より下流の機器の伝熱管
等は，表４．７のとおり，降下火砕物の粒径以上の内径を確保することにより閉塞することがな
い設計とする。
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４．影響評価

非常用ディーゼル発電機の吸気は吸気フィルタを介して吸入しており，また，吸気フィルタは下方
から吸気する構造となっていることから，降下火砕物により容易に閉塞しないものであると考えら
れるが，万一閉塞した場合の影響について評価した。

表４．８のとおり，セントヘレンズ火山噴火の濃度におけるフィルタ閉塞時間（約７．１４時間）に対
して，フィルタ取替・清掃は約３．０時間，非常用ディーゼル発電機の切替は約０．５時間で対応可
能であり，フィルタ閉塞前に，フィルタの取替・清掃は可能である。

また，閉塞時間の試算においては，ディーゼル発電機吸気口は下方向から吸気することにより
降下火砕物を吸い込みにくい構造としている点を考慮せず，大気中濃度のまますべて吸い込まれ
てフィルタに補集されることを前提とした計算をしているため，実際にはフィルタが閉塞するまでの
時間にはさらに余裕があると考えられる。

⑤非常用ディーゼル発電機吸気フィルタの閉塞

①非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ捕集容量[g／m２] １，５８０

②非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ表面積[m２] ２．９

③非常用ディーゼル発電機吸気フィルタでのダスト捕集量[g]＝①×② ４，５８２

④降下火砕物の大気中濃度[μg／m３] ３３，４００※

⑤非常用ディーゼル発電機吸気流量[m３／h] １９，２００

⑥閉塞までの時間[h] ＝③／④／⑤ ７．１４

※米国セントヘレンズ火山で発生（1980年5月）した火山噴火地点から約135km離れた場所における大気中の火山灰濃度（1日平均値）

表４．８ 吸気フィルタ閉塞までの時間



21

４．影響評価

４．３ 間接的影響評価

４．３．１ 間接的影響の影響因子の選定

降下火砕物による間接的影響は，広範囲にわたる送電網の損傷による７日間の

外部電源喪失及び発電所外の交通の途絶によるアクセス制限に対する評価を行

う。

４．３．２ 間接的影響の評価結果

外部電源の喪失に対して，ディーゼル発電機（２基）及び耐震Sクラスの燃料貯蔵
タンク（２基：８００kL以上）を有する設計とする。

これにより，７日間の外部電源喪失及び外部との交通の途絶に対して，原子炉
の停止，停止後の原子炉及び使用済燃料貯蔵プールの冷却に係る機能を担うた
めに必要とされる電力の供給が継続できることから影響はない。
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４．影響評価

４．４ 評価結果

○火山影響における個別評価の影響（直接的影響）の確認結果について

 降下火砕物による直接的影響及び間接的影響のすべての項目について

評価した結果，降下火砕物による直接的及び間接的影響はなく，原子炉

施設の安全機能を損なうことはないことを確認した。

 降下火砕物の飛来のおそれがある場合は，火山事象対策を行うための

体制を構築し，発電所及び屋外廻りの監視の強化，降下火砕物の除去等

を実施する。


